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柳泉園組合は、清瀬市、東久留米市及び西東京市（関係市）の廃棄物を共同で処

理するため、昭和35年 9月に設立された一部事務組合です。 

施設の状況は、現在可燃ごみを処理する柳泉園クリーンポート、不燃・粗大ごみ

処理施設、リサイクルセンター、し尿処理施設及び厚生施設（野球場・テニスコー

ト・温水プール・浴場）の業務を関係市からの負担金により運営しています。

平成２７年１月「統一的な基準による地方公会計の整備促進について（総務大臣

通知）」により、平成２８年度決算から「統一的な基準」による財務書類を作成して

おります。このことにより、現金の取引情報にとどまらず資産や負債の状況も把握

できるようになり、住民にとっても柳泉園組合の財務状況がどういったものである

かを判断することができる材料の１つになっていくものと考えられます。 

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、現金収支を議

会の民主的統制下に置くことで、予算の適正・確実な執行を図るという観点から、

単式簿記による現金主義会計を採用しています。一方で単式簿記による現金主義会

計では把握できない情報（フロー情報（期中の収益・費用及び純資産の内部構成の

変動）、ストック情報（資産・負債・純資産の期末残高）及び見えにくいコスト情

報（減価償却費等））を説明する必要性が高まっていることから、その補完として

企業会計において採用している複式簿記による発生主義会計が導入されました。 

作成基準日については、会計年度の最終日である平成３１年３月３１日を基準日

として作成しています。なお、地方公共団体に設けられている地方自治法第２３５

条の５に基づいた平成３１年４月１日から令和１年５月３１日の出納閉鎖期間ま

での収支については、基準日までに終了したものとみなして取り扱っています。 

統一的な基準による財務書類は、「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報

告書」等のとおり「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」及び

「資金収支計算書」の４表としており、当組合においても同様に財務書類の４表を

採用しました。 
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貸借対照表は、基準日時点における地方公共団体の財政状態を明らかにすることを

目的とし、資産の保有、調達状況について「資産の部」、「負債の部」及び「純資産の

部」の３区分から構成され、資産と負債の差額が純資産として表示されます。すなわ

ち、資産―負債＝純資産ということになります。 

この貸借対照表では、基準日現在でどれだけの資産や負債があるのかを把握できま

す。左側の「資産の部」は、保有する資産の内容及び金額が記載され、右側の「負債

の部」は、今後、負担すべき債務で将来世代への負担となることを表し、一方で「純

資産の部」は、国や都などからの補助金や税（関係市からの負担金）により、今後、

負担する必要のない資産を表します。 

【資産の部】 

（所有財産） 

１ 固定資産 

（１）有形固定資産

ア 事業用資産

庁舎・ごみ・し尿処理施設などの資産

イ インフラ資産

道路・橋など売却できない社会基盤と

なる資産

ウ 物品

車両・物品などの資産

（２）無形固定資産

（３）投資その他の資産

有価証券、出資金及び積立金など長期に

保有する債権

２ 流動資産 

（１）現金預金

（２）基金

（３）その他

【負債の部】 

（将来世代への負担となる借金など） 

１ 固定負債 

（１）地方債

発行した地方債のうち、償還期限が 1 年を超え

るもの 

（２）退職手当引当金

年度末に全職員が退職した場合に支払うべき金

額 

（３）その他

上記以外の固定負債

２ 流動負債 

（１）１年内償還予定地方債

発行した地方債のうち、翌年度に償還予定のもの

（２）賞与等引当金

翌年度に支払う賞与を見積計上した金額

（３）その他

上記以外の流動負債

【純資産の部】 

（負担する必要のない資産） 

１ 固定資産等形成分 

  資産形成のために充当した資源の蓄積 

２ 余剰分（不足分） 

  地方公共団体の費消可能な資源の蓄積 

資産合計 負債・純資産合計 
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 行政コスト計算書は、会計期間中の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかに

することを目的とし、活動によるコスト（費用）、人的サービス及び給付サービスな

ど、資産形成につながらない行政サービスの収益を示し「経常費用」、「経常収益」、

「臨時損失」及び「臨時利益」に区分して表します。経常的な費用と収益の差額によ

って、地方公共団体の一会計期間中の行政活動のうち、資産形成に結びつかない経常

的な活動について税収等でまかなうべき行政コスト（純経常行政コスト）が明らかに

されます。 

１ 経常費用 

  ＜行政活動や行政サービスを提供するために要した費用（資産形成目的ではないもの）＞ 

  ～経常的な行政活動や行政サービス提供にかかる費用～ 

（１）人件費

一般職員の給与のほか、特別職報酬、議員報酬・賞与等引当金繰入金、退職手当引当金繰入額など

（２）物件費等

ア 需用費（消耗品費、光熱水費など）、委託料、賃借料など

イ 施設などの維持補修に係る費用や減価償却費など

（３）その他の業務費用

ア 起債償還に係る利子

イ 保険料及び使用料などの過年度還付金

  ～経常的に発生する支出で、他の主体に交付することにより効果を創出する費用～ 

（４）移転費用

各団体への負担金・汚染負荷量賦課金・自動車重量税など

２ 経常収益 

（１）使用料及び手数料（行政サービスの利用で住民が負担する施設使用料・ごみ処理手数料）

（２）その他（諸収入及び利子・配当金等の財産収入など）

３ 純経常行政コスト【１－２】 

  経常費用から経常収益を差し引いて計算をする、通常活動により経常的に生ずる行政コスト 

４ 臨時損失 

（１）資産除売却損

資産の処分や売却損

５ 臨時利益 

  資産売却益などの臨時的に発生した費用 

６ 純行政コスト【３＋４－５】 

 行政活動及び行政サービスの提供において臨時的に発生したものも含めた全ての費用のうち、税金

等で賄うべきコスト 
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純資産変動計算書は、会計期間中の地方公共団体の純資産の変動、すなわち政策形

成上の意思決定またはその他の事象による純資産及びその内部構成の変動（その他の

純資産減少原因・財源及びその他の純資産増加原因の取引高）を明らかにすることを

目的とし、「純行政コスト」、「財源」、「固定資産等の変動（内部変動）」、「資産評価差

額」、「無償所管換等」及び「その他」に区分して表します。 

１ 前年度末純資産残高 

（１）純行政コスト(△)

行政コスト計算書における純行政コストと同額

（２）財源（ア＋イ）

ア 税収等

関係市からの負担金（清瀬市、東久留米市及び西東京市）

イ 国県等補助金

国や都からの補助金

本年度差額【（１）＋（２）】 

（３）固定資産等の変動（内部変動）

ア 有形固定資産等の増加

固定資産の購入、取得など

イ 有形固定資産等の減少

固定資産の売却、減価償却、除去など

ウ 貸付金・基金等の増加

エ 貸付金・基金等の減少

（４）資産評価差額

有価証券などの評価差額

（５）無償所管換等

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

（６）その他

上記以外の純資産及び内務構成の変動

２ 本年度純資産変動額【（１）＋（２）＋（３）＋（４）＋（５）＋（６）】 

３ 本年度末純資産残高（１＋２） 
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資金収支計算書は、地方公共団体の資金収支の状態、すなわち地方公共団体の内部

者（首長、議会、補助機関等）の活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を明らか

にすることを目的とし、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財務活動収支」の三

区分により表します。また、歳計外現金は、資金収支計算書の範囲に含めません。た

だし、本表の欄外に前年度末歳計外現金残高、本年度歳計外現金増減額、本年度末歳

計外現金残高及び本年度末現金預金残高を表します。本年度末現金預金残高は、貸借

対照表の資産のうちの「現金預金」の金額と一致します。 

【業務活動収支】 

  ～自治体を運営するうえで、継続的に発生する収入と支出の差引き～ 

（１）業務支出

ア 業務費用支出・・・人件費・議員報酬・物件費等・起債償還金利子・過年度還付など

イ 移転費用支出・・・各団体への負担金・汚染負荷量賦課金・自動車重量税など

（２）業務収入

ア 税収等収入・・・関係市からの負担金収入（清瀬市、東久留米市、西東京市）

イ 国県等補助金収入・・・国・都からなどの補助金収入

ウ 使用料及び手数料収入・・・施設使用料及びごみ処理手数料収入

エ その他の収入・・・電力売払、資源回収物売払、財産収入などの諸収入

（３）臨時支出・・・災害復旧事業などに伴う支出

（４）臨時収入・・・臨時的な収入

１ 業務活動収支【（２）＋（４）】－【（１）＋（３）】 

【投資活動収支】 

～資産形成のために収入されるものと支出されるものの差引き～ 

（１）投資活動支出・・・施設等の整備費・基金の積立など

（２）投資活動収入・・・基金（職員退職給与、環境整備、施設整備）の取崩・資産の売却など

２ 投資活動収支【（２）－（１）】 

【財務活動収支】 

～地方債の元金償還などの支出と地方債借入による収入の差引き～ 

（１）財務活動支出・・・起債の返済など

（２）財務活動収入・・・起債の発行収入など

３ 財務活動収支【（２）－（１）】 

４ 本年度資金収支額【１＋２＋３】 

５ 前年度末資金残高・・・前年度繰越金 

６ 本年度末資金残高・・・本年度繰越金 
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統一的な基準による財務書類４表とは、貸借対照表BS、行政コスト計算書PL、

純資産変動計算書NW、資金収支計算書CFの４つの書類を指します。 

この４表から、当該年度末における資産・負債の状況や、１年間の行政サービス

にかかった費用、純資産（資産から負債を引いた残余で、返済の必要がない正味の

財産）の増減の状況、資金の増減の状況などがわかります。 

統一的な基準による財務書類４表の相互関係は、下図のようになります。 

１ 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に

本年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。 

２ 貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これ

は純資産変動計算書の期末残高と対応します。 

３ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 
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 平成３０年度決算における資産総額は約 15１.８億円、負債総額は約６.２億円とな

りました。 

資産の部については、全体の約9６.６％を固定資産が占めています。平成２９年度と

比較して資産総額の約２.３億円が減少しています。 

負債の部については、地方債及び退職手当引当金が全体の約８２．４％を固定負債と

して占めています。また、平成２９年度と比較して負債総額の約１.１億円が減少してい

ますが、この主な要因は、地方債と退職手当引当金が減少したためです。 

（単位：千円）

H29 H30 増減 H29 H30 増減

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 14,679,948 14,652,053 △ 27,895 固定負債 627,454 514,155 △ 113,299

有形固定資産 13,960,569 13,899,417 △ 61,152 地方債 220,087 141,022 △ 79,065

事業用資産 13,959,360 13,883,000 △ 76,360 退職手当引当金 407,366 373,133 △ 34,233

土地 9,347,953 9,347,953 0 流動負債 105,706 110,123 4,417

建物 5,311,603 5,441,823 130,220 1年内償還予定地方債 78,633 79,065 432

建物減価償却累計額 △ 2,288,968 △ 2,438,092 △ 149,124 賞与等引当金 19,844 24,066 4,222

工作物 12,804,183 13,334,652 530,469 預り金 7,229 6,992 △ 237

工作物減価償却累計額 △ 11,215,411 △ 11,803,335 △ 587,924

物品 10,898 26,126 15,228 733,160 624,278 △ 108,882

物品減価償却累計額 △ 9,689 △ 9,709 △ 20 【純資産の部】

投資その他の資産 719,379 752,635 33,256 固定資産等形成分 14,679,948 14,652,053 △ 27,895

長期延滞債権 9,566 9,566 0 余剰分（不足分） △ 11,746 △ 101,198 △ 89,452

基金 709,812 752,635 42,823

その他 709,812 752,635 42,823

流動資産 721,414 523,081 △ 198,333

現金預金 635,471 516,669 △ 118,802

未収金 0 0

その他 85,943 6,412 △ 79,531

14,668,202 14,550,856 △ 117,346

15,401,362 15,175,134 △ 226,228 15,401,362 15,175,134 △ 226,228

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 科目

負債合計
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 平成３０年度は、経常費用が約 2３.４億円、経常収益が約 9.１億円、純行政コスト

が約1４．２億円となりました。経常費用のうち、物件費等が約１９.３億円で全体の8

２.7％を占め、主に消耗品、委託料、修繕料等及び減価償却に係る費用となっています。

経常収益は、主に厚生施設使用料、ごみ処理手数料、資源回収物売払及び電力売払収入

となっています。 

（単位：千円）

経常費用 2,335,012 ※

業務費用 2,301,730 ※

人件費 353,608 ※

職員給与費 296,255
賞与等引当金繰入額 24,066
退職手当引当金繰入額 13,014
その他 20,272

物件費等 1,930,386
物件費 501,073
維持補修費 692,244
減価償却費 737,069
その他 -

その他の業務費用 17,736 ※

支払利息 4,184
徴収不能引当金繰入額 9,566
その他 3,985

移転費用 33,283
補助金等 30,510
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 2,773

経常収益 910,454 ※

使用料及び手数料 669,622
その他 240,833

純経常行政コスト 1,424,558
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 1,424,558

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額
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 平成３０年度は、財源が約１３．１億円となり、その大部分が税収等で関係市（清瀬

市、東久留米市及び西東京市）からの負担金が占めています。 

今期は、財源が純行政コストを下回ったため、本年度差額は、約１．２億円のマイナ

スとなりました。このことで将来世代が利用可能な資源を現世代が消費して便益を享受

している状態を表しています。 

（単位：千円）

前年度末純資産残高 14,668,203 14,679,948 △ 11,745

純行政コスト（△） △ 1,424,558 △ 1,424,558

財源 1,307,210 1,307,210

税収等 1,306,324 1,306,324

国県等補助金 886 886

本年度差額 △ 117,348 △ 117,348

固定資産等の変動（内部変動） △ 27,895 ※ 27,895 ※

有形固定資産等の増加 675,916 △ 675,916

有形固定資産等の減少 △ 737,069 737,069

貸付金・基金等の増加 90,070 △ 90,070

貸付金・基金等の減少 △ 56,813 56,813

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 117,348 △ 27,895 △ 89,453

本年度末純資産残高 14,550,855 14,652,053 △ 101,198

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 1,538,857
業務費用支出 1,505,574

人件費支出 383,619
物件費等支出 1,113,786
支払利息支出 4,184
その他の支出 3,985

移転費用支出 33,283
補助金等支出 30,510
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 2,773

業務収入 2,217,664 ※

税収等収入 1,306,324
国県等補助金収入 886
使用料及び手数料収入 669,622
その他の収入 240,833

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 678,807
【投資活動収支】

投資活動支出 765,987 ※

公共施設等整備費支出 675,916
基金積立金支出 90,070
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 47,247
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 47,247
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 718,740
【財務活動収支】

財務活動支出 78,633
地方債償還支出 78,633
その他の支出 -

財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 78,633

△ 118,565 ※

628,242

-

509,677

前年度末歳計外現金残高 7,229

本年度歳計外現金増減額 △ 237

本年度末歳計外現金残高 6,992

本年度末現金預金残高 516,669

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高

資 金 収 支 計 算 書
平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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 平成３０年度は、業務活動収支が約６.８億円のプラスとなり、関係市からの負担金等

で業務活動がまかなわれたことを示しています。投資活動収支は約７．２億円のマイナ

スであるが、これはクリーンポート長期包括運営管理事業内で実施した更新工事及び空

調設備更新工事等の整備費支出と基金への積立によるものです。本年度末資金残高は、

平成３０年度繰越金となります。 

財務書類4表の金額から資産形成度、世代間公平性、持続可能性（健全性）、効率性

及び自立性を指標として表すことができます。 

資産形成度については、平成２９年度と比較して、住民一人当たり資産額は７３８円

減額していますが、歳入額対資産比率は１年増加しており、有形固定資産減価償却率に

ついても１.２ポイント増加しています。これにより、将来世代に残る資産はどのくらい

あるかが評価できます。 

世代間公平性については、平成2９年度と比較して、純資産比率は０．７ポイント増

加し、一方、社会資本等形成の世代間負担比率は 0.6 ポイント減少しています。これに

より、将来世代と現世代との負担の分担が適切であるかが評価できます。 

持続可能性については、平成２９年度と比較して、住民一人当たり負債額は２８８円

減少しています。これにより財政に持続可能性があるか。どのくらい借金があるかが評

価できます。 

算　 　式 単位 数　値

住民一人当たり資産額 資産合計÷住民基本台帳人口 千円 38.45

歳入額対資産比率 資産合計÷歳入総額 年 6.70

減価償却累計額
有形固定資産合計－土地等非償却資産＋減価償却累計額

純資産比率 純資産÷資産合計 ％ 95.89

社会資本等形成の世代間負担比率
（将来世代負担比率）

地方債残高÷有形固定資産合計 ％ 1.58

持続可能性 住民一人当たり負債額 負債合計÷住民基本台帳人口 千円 1.58

効率性 住民一人当たり行政コスト 純行政コスト÷住民基本台帳人口 千円 3.61

自律性 受益者負担比率 経常収益÷経常費用 ％ 38.99

75.79

世代間公平性

指　 　標

資産形成度

有形固定資産減価償却率 ％
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効率性については、平成２９年度と比較して、住民一人当たり行政コストは５７０円

減少しています。これにより地方公共団体の行政活動の効率性を測定することができま

す。また、当該指標を類似団体と比較することで、当該団体の効率性の度合いを評価す

ることができます。 

自律性については、平成２９年度と比較して、受益者負担比率は３．５ポイント増加

しています。これにより歳入はどのくらい税収等で賄われているか。受益者負担の水準

はどうなっているかを評価することができます。また、地方公共団体の行政サービス全

体の受益者負担の割合を経年比較したり、類似団体比較したりすることにより、当該団

体の受益者負担の特徴を把握することができます。 

項　 　目 説　 　明

住民一人当たり資産額
資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり資産額とすることにより、住民等にとって理解しや
すい情報になるとともに、他団体との比較が容易になります。

歳入額対資産比率
当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストックとしての
資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを把握することができ
ます。

有形固定資産減価償却率
有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することにより、
耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することができます。

純資産比率

純資産の変動は、将来世代と過去及び現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。たとえ
ば、純資産の増加は、過去及び現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意
味する一方、純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を過去及び現世代が費消して便益を享受
していると捉えることができます。

社会資本等形成の
世代間負担比率

（将来世代負担比率）

有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による調達割合（公共資産等形
成充当負債の割合）を算定することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を把握する
ことができます。

住民一人当たり負債額
負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり負債額とすることにより、住民にとって理解しやす
い情報になるとともに、他団体との比較が容易になります。

住民一人当たり
行政コスト

行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基本台帳人口で除して住民一人当たり行政コストとす
ることにより、行政活動の効率性を見ることができます。また、住民一人当たり行政コストを類似団体と
の比較により当該団体の効率性を評価することができます。

受益者負担比率
行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額を表すた
め、これを経常費用と比較することにより、行政サービス提供に対する直接的な負担の割合を算出する
ことができます。
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項目　（単位） 数　値 備　 　考

人口（人） 394,655
関係市の平成３1年４月１日時点の住民基本台帳人口（外国人含む）
（清瀬市・東久留米市・西東京市）

資産（千円） 15,175,133

歳入総額（千円） 2,264,911

有形固定資産（千円） 13,899,417

減価償却累計額（千円） 14,251,136

償却資産取得価額（千円） 18,802,601

純資産額（千円） 14,550,855

地方債残高（千円） 220,087

退職給付引当金（千円） 373,133

負債額（千円） 624,279

業務活動収支（千円） 678,807

投資活動収支（千円） △ 718,740

支払利息支出（千円） 4,184

純行政コスト（千円） 1,424,558

税収等（千円） 1,306,324

経常収益（千円） 910,454

経常費用（千円） 2,335,012
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